10　民主化以後の韓国政治の展開、そして韓国政治の現在 06162010

1987年民主化以後の韓国政治の展開を、特に、大統領選挙と国会議員選挙の結果を中心に概観する。民主化が政治領域から他の領域にどのように拡散していったのか。そして、それが、どのような社会経済的帰結をもたらしたのかに焦点を当てる。さらに、2007年12月19日の大統領選挙の結果、李明博ハンナラ党候補が大統領に当選し、それ以前の10年間の「進歩」政権は「保守」政権に交代した。こうした韓国政治の変化をどのように評価するのか。そして、李明博政権は、韓国政治、韓国社会をどのような理念の下、どのような方向に導いていこうとしているのか。以上の点を含め、韓国政治、韓国社会の現状を考察する。
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Ⅰ　各政権の成立・課題・展開・帰結

①盧泰愚(ノ・テウ)政権(1988-1992)

成立と初期条件

87年12月の大統領選挙における「勝利」：野党陣営の分裂、ＴＫ（大邱・慶尚北道）の地域的基盤、大韓航空機爆破事件による「反共バネ」
88年4月総選挙（変則的な小選挙区比例代表並立制）の結果：「地域割拠的政党システム（与党民主正義党：ＴＫ、野党平民党（金大中）：湖南（ホナム光州・全羅南北道）、民主党（金泳三）：ＰＫ（釜山・慶尚南道）、共和党（金鍾泌）：大田・忠清南道」とその結果としての「与小野大」の不安定な政局運営

設定課題

「５共（全斗煥政権）清算」：全斗煥政権の不正に対する追求（国会聴聞会）と「ガス抜き」（全斗煥夫婦の「落郷」）、「光州事件」に対する名誉回復と「光州民主化運動」としての規定

政治的民主化に伴う社会経済的「民主化」を重点課題として掲げる：

　福祉・衡平・分配機能の重視、社会間接資本の拡充、金融実名制の実施企図、労使関係に対する不介入政策、独寡占規制の強化（信用供与の制限、業種専門化）

しかしながら、他方で財政支出の膨張と賃上げなどによる物価上昇を帰結し、さらに、賃上げ上昇は、従来韓国が享受していた低賃金労働力などの比較優位を喪失することになり、一時的な国際収支黒字達成にもかかわらず、次第に競争力の低下がもたらされる。

⇩

政治的条件の変化

90年「３党合同」による巨大与党出現(213/299議席）：民自党（民主自由党）←民正党+民主党+共和党、結果として「全羅道」に対する「非全羅道」包囲網。当初は、議院内閣制への憲法改正をするという密約が存在したと言われている。

金融実名制の実施留保に代表される成長優先政策への回帰

労使紛争に対する積極的介入による労働運動の弾圧、賃金抑制：「公安政局」と呼ばれる状況

盧泰愚政権は、国会における圧倒的な議席を背景として、危機の打開を図ることになった。

②金泳三（キム・ヨンサム）政権(1993-7)：

成立と初期条件

民自党は、９２年4月の総選挙においては、大幅に議席を減らした。特に、鄭周永が率いる統一国民党の善戦などもあって、ソウルでは第1党を金大中率いる民主党（平民党と3党合同を拒否し、金泳三とは袂を別った民主党残留議員などによって構成された。盧武鉉はその1人）に譲るとともに、支持基盤である嶺南などにおいても取りこぼしが目立ったためである。この結果、選挙を陣頭指揮した金泳三（代表最高委員、総裁に次ぐＮＯ２）の責任問題なども浮上し、特に民正系の有力議員の何人かは民自党を脱党し、統一国民党に合流した。

金泳三直系の民主系は党内の少数派であったが、党内多数派の民正系に明確な有力候補がいなかったということもあり、金鍾泌の共和系、さらには民正系の一部の支持を動員して、多数派を形成することに成功し、党内予備選挙に勝利し、大統領候補に選出される。

与党民自党大統領候補として野党候補金大中および鄭周永（ﾁｮﾝ･ｼﾞｭﾖﾝ：現代財閥オーナー）を抑えて当選

設定課題
（１）「文民政権」として「歴史の建て直し」：全斗煥政権（盧泰愚政権）の正当性を否定

　　12・12クーデター（79年）や光州民主化運動への弾圧責任の追及、全斗煥・盧泰愚両前職大統領の逮捕、収監（当初は死刑などの重刑、後に赦免）与党内部における旧民正党勢力に対する「去勢」

（２）政治的安定化の失敗とレームダック：

95年地方自治選挙を前後した与党分裂（金鍾泌を中心とする勢力の離脱）、野党分裂（金大中が自派を率いて新政治国民会議を結成し、政治的に復活）という状況の中で迎えた96年4月総選挙で実質的には「勝利」するが、その後、労働法強行採決とそれに伴う政治的混乱、経済的混乱（国内有力企業の倒産およびその処理をめぐる失敗による国際信用度の失墜、したがって資金回収に対する有効な対策を講ずることができなかった。）の中で、レームダック（再選がない大統領が任期末期において指導力を喪失し、体制が弛緩すること）を迎える。

（３）経済政策：規制緩和と経済正義実現との両立の模索→「世界化（セゲファ）」政策：市場経済のグローバル化に対応するための競争力確保（ただし、そのために必要な構造改革はともなわない）

改革の「断行」：大統領緊急命令による金融実名制の電撃的実施（結果的には準備不足で総合課税は未だ実施されていない）

経済企画院の「解体」とそれにともなう経済開発５カ年計画の廃止、しかしながら結果的にはその機能は肥大化→財政経済院（経済企画院と財務部との合同による相互チェック機能の喪失）

改革優先から「世界化」政策のための競争力確保（新自由主義政策）へ

・労働関係法改正への積極的姿勢：新自由主義的労働政策への傾斜（労使関係改革委員会：２１世紀における世界化、情報化時代における勤労者の生活の質向上と企業の競争力強化を目標とし、①共同善の極大化②参加と協力③労使の自律と責任④教育重視と人間尊重⑤制度と意識の世界化を５大原則とする「新労使関係構想」）

労働関係法の強行採決による労組の反発と政治的混乱


世界化政策、規制緩和に伴う経済自由化によって、既存の独寡占規制措置が撤廃され、結果として、財閥の自律度はよりいっそう増大、無謀ともいえる積極的な借り入れ、および、これを監視し規制する政府機能の喪失、さらには、こうした従来の政府機能を「期待」した外資にとっての「期待はずれ」などが通貨金融危機の原因を作る。（構造改革なき世界化政策の挫折、失敗、「強制的な自由化・世界化」と「世界化の罠」）
③金大中政権(1998-2003)：

成立と初期条件

通貨危機の混乱の中で、与党（新韓国党→ハンナラ党）の政策失敗が浮き彫りになった。

97年末大統領選挙において、金鍾泌率いる自民連（自由民主連合）との間に、議院内閣制への憲法改正を2000年末までに実施することを条件として選挙連合を形成し、与党候補李會昌（イ・フェチャン）を僅差で破り当選、韓国政治史上初めての選挙による与野党政権交代を実現。

設定課題：

自らを「国民の政府」と呼び、「市場経済（に基づく経済発展）と政治的民主主義の並行的発展」を最大の目標に掲げる。
経済危機への対応のための新自由主義的処方箋（市場原理を貫徹し、市場の透明性を高めることによって、従来の非効率な経済体制を改革する）の受け入れ：政府組織改革、金融改革、財閥改革、労使関係改革、政治改革

経済実績は経済危機以前の状況を既に回復し、危機克服には一旦成功、ただし、構造改革にはいろいろな偏差が見られる。また、98年のマイナス成長から99年は経済を回復した（Ｖ字形回復）かに見えたが、再び2000年後半から、経済の停滞が顕著に見られるようになり、たとえば、韓国を代表する現代(Hyndai)財閥が資金繰りに苦しみ、結局、その母体とも言える現代建設は、系列から離れることになる。また、韓国を代表する大宇グループは解体を余儀なくされる。

経済の４大改革（金融、公企業、労使関係、財閥）を進めるが、それぞれの改革に偏差があり、また、抵抗勢力による反対も強かった。金融改革は比較的順調にいき、外資への売却や国内金融機関の統合が進められた。財閥改革は、三星（サムソン）、LG以外の財閥の業績の悪化が深刻となってしまう。その結果、優良財閥の改革は進まず、それ以外の財閥、たとえば、大宇などの業績悪化による実質的な解体を余儀なくされている。公企業の民営化は相当程度進んでいるが、労働組合による強い反対に直面している。労使関係は、金大中政権の労使関係政策に対する労組の不満が次第に顕在化していくことになった。

政策的帰結

政府組織改革：財政経済院の解体→財政経済部、企画予算委員会（後に企画予算処）、予算庁（国務総理直属）

金融改革：「不実」金融機関の強制的退出、「良質」金融機関の合併による競争力強化、外資の積極的導入による国内金融機関の買収

労使関係改革：労働市場の流動化：整理解雇制の法制化とその結果としての大量失業の増大

労・使・政委員会への期待と挫折（労組は社会的合意機構として、これを通した政策参加を期待して、整理解雇制の法文明記を受け入れる代わりに参加。しかしながら、実際には、委員会の位置づけが曖昧であり、労組側の不満は高まる。財界は、財閥改革に対する労組の参加を拒否し、消極的な参加姿勢に終始する。金大中政権も、そのどちらでもない曖昧な位置づけを維持する。しかし、労組専任者賃金支払に対する罰則規定（本来であれば2002年より実施予定）の削除や法定労働時間短縮などを要求する労組側とこれを拒否する財界側が、ともに、労・使・政委員会の枠組みを無視し、直接的な政治活動に飛び出してしまう中で、労・使・政委員会の実質的な機能が麻痺するという帰結をもたらした。）

財閥改革：経済危機に関する財閥の借り入れ依存体質、第二金融機関を使った資金動員の責任を問う財閥批判の高まり、ＩＭＦ勧告を背景とした不透明な企業経営に対する改革要求、金融制裁を武器とした財閥に対する経営合理化、業種専門化の要求：政府主導による財閥のビッグ・ディール（事業交換）の義務づけ、その結果として韓国第４の財閥大宇(Daewoo)の実質的解体を帰結、ただし、大宇自動車の推移をめぐっては、国営化を主張する意見と外資に買収させる意見とが対立する。結局GMへの売却に決着したが、労組は猛反対し、強硬な反対を展開したが、警察権力の導入によって、それを弾圧する。しかし、現代財閥に関しては、それが金剛山観光開発事業を担当し、対北朝鮮経済協力事業の中心であるために、実質的には政府の支援によって延命させるという措置を採用したために、均衡の観点から問題も指摘された。

政治的帰結

政権の中間評価とも言える2000年4月の総選挙においては、与党民主党は議席を伸ばしたが、第1党は野党のハンナラ党が占めるようになった。この選挙から、従来の多党制のもとでの地域割拠的政党体制が次第に2大政党制の方向に進む兆候が見られるようになった。

2001年までは、経済危機の克服の成功、対北朝鮮包容政策の展開、南北首脳会談開催などによって政権の支持を動員することができたが、2002年に入ると、南北関係の「停滞」や政権をめぐるスキャンダルなどによって、レームダック状況を免れなかった。与党民主党の大統領候補を選出する党内予備選挙も、金大中の意向はほとんど働かなかったと言える。

4 盧武鉉政権（2003～2008）

成立と初期条件

　与党（民主党）における有力候補の欠如：李仁済（イインジェ）、鄭東泳（チョンドンヨン）などが有力候補

　　当初はダークホースと見られていた盧武鉉が予備選挙の過程で急浮上、特にインターネットの威力を誇示

　　ノサモ（盧武鉉ファンクラブ）による下からの支持動員

　　地域割拠主義に「抵抗」してきた「一貫した」政治姿勢

　　国会聴聞会におけるスター

　野党（ハンナラ党）における李会昌（イフェチャン）前大統領候補という有力候補の存在

　無所属・鄭夢準（チョンモンジュン：FIFA副会長・現代財閥の御曹司）の出馬表明

盧武鉉と鄭夢準との間で世論調査における支持率に基づいた候補一本化の合意→盧武鉉への候補一本化、鄭夢準は盧武鉉を支持するが、投票前日盧武鉉支持の撤回を表明

　しかし、これが、盧武鉉支持層の危機感を刺激して、支持層の結集を促進したという側面も

設定課題

　「参与政府」というキャッチフレーズ：

　　3大国家目標：「国民とともにする民主主義」「ともに生きる均衡発展社会」「平和と繁栄の東北アジア時代」

　　12大国政課題：「朝鮮半島平和体制構築」「腐敗のない社会、奉仕する行政」「地方分権と国家均衡発展」「参与と統合の政治改革」「自由で公正な市場秩序確立」「科学技術中心社会構築」「東北アジア中心国家建設」「未来を切り開く農漁村」「参与福祉と生活の質向上」「教育改革と知識文化強国実現」「国民統合と両性平等の具現」「社会統合的労使関係の構築」

政策とその帰結

2002年12月大統領選挙における民主党盧武鉉大統領候補による勝利
2003年11月、盧武鉉大統領主導によるウリ党結成による民主党分裂

　　地域主義の打破を名分に掲げる

　　 実質は、盧武鉉が金大中離れを狙う

　　しかし、当初はウリ党支持低迷

2004年3月　野党ハンナラ党と旧与党民主党主導による盧武鉉大統領弾劾訴追（国会在籍議員の２/３以上の賛成）

2004年4月　総選挙によるウリ党過半数確保（１５２／２９９）

2004年5月　憲法裁判所による盧武鉉大統領弾劾訴追棄却決定

しかし、

大統領与党の国会過半数獲得という絶好の機会にもかかわらず、それを十分に活かしきれない国政運営

無理な改革企図による反対勢力の増大と改革の挫折

首都移転→憲法裁判所による「違憲判決」により「行政都市」建設に縮小

国家保安法廃止→実現せず

私学法改正→実現せず

言論改革→各部署の記者室統廃合が「言論弾圧」だというマスコミ側の敵対感情を煽る。

過去史清算→過去の歴史の真相究明は相当程度実現、日韓国交正常化交渉に関わる韓国側外交文書の全面公開、金大中拉致事件の真相究明など

反対勢力の選好に合致する政策選択と支持勢力の選好に合致しない政策選択という奇妙な現象

米韓FTA、イラク派兵、新自由主義的な経済政策

不動産政策の失敗（国家均衡発展のために地方に配分した資金が行き場を失って首都圏の土地投機に流入）

教育政策における規制の維持・強化

⇒

国民の支持喪失と与党の内部分裂（親盧武鉉と盧武鉉批判）

南北首脳会談（10/2007）

政治的帰結

　低迷を続ける支持率（20％以下）→与党の低迷（20％以下）にもつながる

　盧武鉉政権に対する業績評価としての第17代大統領選挙という側面

⑤李明博政権（2008～2013）

成立と初期条件

与党ハンナラ党における激烈な予備選挙：朴槿惠（パククネ）との争い（党員選挙では朴、世論調査による逆転）

大統領本選挙における圧勝：特にソウル首都圏における圧勝、全羅道以外の圧勝

総選挙における過半数確保

構造的には安定した李明博政権：大統領選挙の圧勝・国会議員選挙での圧倒的過半数

　　逆説的ではあるが、それゆえの不安定さ、さらに「街頭の政治」の復活

　　　閣僚人事、大統領補佐官人事における混乱：「金持ち」・「お友達」政権

　　　米国産牛肉輸入問題に端を発した「ろうそくデモ」の高揚による政権の「危機」

　　　与党内部における親李明博派と親朴槿惠派との軋轢

2009年4月29日国会議員補選における与党ハンナラ党の惨敗→党の内紛

　　　盧武鉉前大統領への政治資金ルートを取り巻く検察捜査・盧武鉉大統領の取り調べ→盧武鉉大統領の自殺→李明博政権の捜査への批判

　　　南北関係の冷却化　
　「非核開放3000（北朝鮮の核放棄を条件として北朝鮮の開放政策を支援して、10年後には北朝鮮の1人当たりＧＤＰを3000ドル水準にまで引き上げる）」から「EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(サンセン),相生)・EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(コンヨン),共栄)政策」へ

　　公式説明と実質的乖離

　「相生・共栄政策」：

　　　ビジョン：平和共同体・経済共同体・幸福共同体

　　　推進原則：①和解協力精神に基づく実用と生産性・②原則を徹底したうえでの柔軟なアプローチ・③国民的合意に基づく透明な政策・④南北協力と国際協力との調和

　「非核開放3000」との違い

　　　核問題解決に関して6者協議によりいっそう重心

　　　アプローチに関しては前政権のそれ（包容政策・平和繁栄政策）への接近

　　2008年4月以来の北朝鮮の批判をある程度受容するが、「国民的合意」「透明性」「原則の徹底」「国際協力との調和」などは、前政権の対北朝鮮政策との差別化を図る。

　　南北首脳会談に対する前向きな姿勢（7/6/2008　共同通信・BBCとの共同会見，11/11/2008毎日新聞との単独会見）

↓

　にもかかわらず、それは効果を上げなかった。

　南北関係の硬直化：初期は韓国側の強気の姿勢（前政権の対北朝鮮「宥和」政策とは差別化）が目立ったが、2008年後半以降は、北朝鮮側の「李明博政権を相手とせず」という姿勢が目立つ。

　　「非核開放3000」への痛烈な批判（『労働新聞』4/1/2008核問題は南北の問題ではなく米朝6者の問題・韓国が北朝鮮の開放政策を云々するなどというのは笑止千万）

　　李明博大統領の「南北首脳会談の用意がある」という記者会見（7/6/2008）内容に対する反駁（6・15宣言、10・4宣言をまず履行せよ。核問題は南北の問題ではなく米朝・6者の問題）

　　金剛山観光の「中断」（韓国人女性観光客の射殺事件　2008年7月11日）

　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ケソン),開城)観光の中止（2008年12月～）

　　李明博政権のPSI参加をめぐる北朝鮮の対韓国非難攻勢（PSI（大量殺傷兵器拡散防止構想）参加を宣戦布告とみなす。2009年3月～：元来、2003年に米国主導で創設されたが、韓国は対北朝鮮関係を考慮し参加を見合わせていたが、李明博政権は当初から参加に積極的。これを北朝鮮は警戒し牽制）

　　2009年4月5日ミサイル発射（北朝鮮では人工衛星打ち上げ、韓国ではロケット発射と表現）に対する国連安保理議長声明・5月25日第2次核実験に対する国連安保理決議における韓国の姿勢（2006年7月ミサイル発射時、同年10月第1次核実験時の盧武鉉政権の対応との違い）

　統一地方選挙における実質的な敗北
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